（様式２）
参加資格の遵守に関する誓約書
令和　　年　　月　　日
島根県知事　丸山達也様
所在地
商　号
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（押印省略）
当社は、令和６年９月２４日付けで公告のありました「島根県アンテナショップ管理運営業務」の運営事業者募集に関して、以下の各号を遵守の上、提案に参加することを誓約します。
なお、当社が以下の各号に違反して、島根県又は第三者に損害を被らせたときは、当社はその損害を賠償するものとします。
(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者である
こと。

(2) 地方自治法施行令第167条の４第２項の各号に該当すると認められる事実があった後、２年を
経過しない者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として
使用する者でないこと。

(3) 民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続き開始の申し立て、又は会社更生
法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続き開始の申し立てまたは、破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続開始の申し立てが行われている者でないこと。

(4) 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受け、その措置の期間が満了していない者で
ないこと。

(5) 直近１事業年度の消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

(6) 島根県内に事業所を有する者にあっては、直近１事業年度の県税の滞納がないこと。

(7) 島根県内に事業所を有しない者にあっては、主たる事業所の所在地の都道府県における直近１
事業年度の都道府県税の滞納がないこと。

(8) 次のいずれにも該当しない者であること。

ア　単独の法人、若しくはコンソーシアムの構成員が、島根県暴力団排除条例（以下、「条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団であること。

イ　単独の法人、若しくはコンソーシアムの構成員の役員等（法人の場合は、その役員並びに
その支店及び事務所の代表者、その他の団体の場合は、代表者及び役員を言う。以下同じ。）が、条例第２条第３号に規定する暴力団員であること。

ウ　次のいずれかに該当する暴力団、又は暴力団員と密接な関係を有すること。

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与している者

・役員等が自己、自社、若しくは第三者の不正な利益を図る目的、又は第三者に損害を加
える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

・役員等が暴力団、又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直
接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

・役員等が暴力団、又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

エ　その他、当該公募に選定されることが暴力団、及び暴力団員の利益となると認められる者で
あること。

オ　宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと。
※単独・コンソーシアムに関わらず、全社の誓約書が必要です

